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3.2.5 歪速度効果を考慮した鉄筋コンクリート造柱部材の三次元解析モデルの開発 
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(1) 業務の内容 
 
(a) 業務題目 歪速度効果を考慮した鉄筋コンクリート造柱部材の三次元解析モデルの開
    発 
 
(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

鹿島建設技術研究所 

建築構造グループ 

上席研究員 

上席研究員 

上席研究員 

主任研究員 

研究員 

鈴木紀雄 

丸田誠 

田上淳 

永井和彦 

金子貴司 

suzukin@kajima.com 

maruta@kajima.com 

tagamijun@kajima.com 

nagaikaz@kajima.com 

kaneko-takashi@kajima.com 

鹿島建設 

ＩＴソリューション部 
グループ長 高橋元美 motomi@kajima.com 

 
(c) 業務の目的 
水平方向の曲げせん断を受ける鉄筋コンクリート造柱部材の弾塑性挙動に対する歪速

度効果を実験的に明らかにする。また、既往の水平２方向荷重に対する柱部材の弾塑性解

析モデルを基に歪速度効果を考慮した解析モデルを構築し、前記構造実験のシミュレーシ

ョンを通じて有効性を検証する。 
 
(d) ３ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 
 1) 平成１４年度：（実施業務の要約） 

①既往研究の調査および開発目標の明確化。 
②解析モデル検証のための動的載荷実験の計画策定。 

 2) 平成１５年度： 
①鉄筋コンクリート造柱部材に対する動的載荷実験の実施。 
②実験結果の概略分析および解析モデル構築に向けての課題整理。 

 3) 平成１６年度： 
①実験データの詳細分析および基本モデルの構築。 
②解析モデルの構築およびプログラミング。 
③実験結果のシミュレーション解析。 

 
(e) 平成 1５年度業務目的 
軸力と水平方向の曲げせん断を同時に受ける鉄筋コンクリート造柱部材の弾塑性挙動に及ぼす

歪速度効果を実験的に明らかにするために、大型動的アクチュエータを利用した鉄筋コンクリー

ト造柱試験体の動的および静的載荷実験を実施する。また、解析モデルの構築に向けて、実験

結果を整理・分析する。 
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(2) 平成 1５年度の成果 
 
(a) 業務の要約 
鉄筋コンクリート柱部材の地震時水平復元力特性に及ぼす歪速度の影響を把握するた

めに、載荷速度（動的、静的）、せん断スパン比（1.2、1.8）及び軸力比（0.1、0.3、0.3
±0.2）を実験変数とした逆対称載荷実験を行なった。動的載荷波形は、最大部材角速度
0.1rad/sec の漸増正弦波とし、静的載荷では時間軸を 1、000 倍にして入力した。 
実験の結果、曲げ降伏した試験体では曲げ降伏強度が 6.9~9.5%、せん断破壊した試験体

では最大強度が 11.3%上昇することが確認された。また、等価粘性減衰定数は小振幅領域
において動的載荷の方が静的載荷より大きな値となった。なお、破壊形式に関しては静的

載荷と動的載荷試験体で明瞭な差異は認められなかった。 
 
(b) 業務の実施方法 
鹿島建設西調布実験場大型構造実験棟において、鉄筋コンクリート造柱試験体８体に対

し、動的アクチュエータを利用した動的および静的 2 軸載荷実験を行ない、主として載荷
速度が試験体の弾塑性力学特性に及ぼす影響を調べた。 
 
(c) 業務の成果 
1) はじめに 
鉄筋コンクリート柱部材に及ぼすひずみ歪速度の影響に関しては、曲げ降伏強度や最大

強度が上昇することが既往の研究例えば 1）で明らかになっている。しかし、破壊形式や変形

能力およびエネルギー吸収能力に及ぼす影響等については、既往研究間で評価が分かれる

部分があり、共通認識を得るに至っていない。 
そこで、上記諸特性に及ぼす歪速度の影響を把握するために、鉄筋コンクリート柱部材

を対象とした逆対称載荷による動的及び静的載荷実験を行なった。 
 

2) 実験概要 
a) 試験体 
試験体の諸元、使用材料の力学的性質を表  1 に、試験体の形状及び配筋を図  1～図  3

に示す。試験体は、試験区間の両端に加力スタブを有する縮尺 1/3 の柱模型である。試験
体の断面(250×250mm)及び配筋(8-D13、2-D6@50)は全試験体で共通である。全８体の試
験体のうち D-1、D-2、D-3、D-4 試験体（D シリーズ）は動的載荷とし、S-1、S-2、S-3、  
S-4 試験体（S シリーズ）は静的載荷である。実験変数は、載荷速度(動的、静的)、せん断
スパン比(1.2、1.8)及び軸力比(0.1、0.3、0.3±0.2)であり、動的載荷と静的載荷を一対と
して他の条件を設定した。 
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表 1 試験体諸元及び材料特性 

 D-1 S-1 D-2 S-2 D-3 S-3 D-4 S-4 
断面 (mm×mm) 共通 250×250 (幅×せい) 

主筋 (σy:N/mm2) 共通 8-D13、SD345 (σy=391) (Pg = 1.63%) 

横補強筋 (σwy:N/mm2) 共通 2-D6@50、SD295 (σwy=400) (Pw = 0.51%) 

せん断スパン比 1.8 1.8 1.2 1.8 
軸力比 N/bDFc *1 0.1 0.3 0.3 0.3±0.2 

コンクリート強度(N/mm2) 29.6 29.4 29.7 29.9 30.7 31.3 30.9 31.4
ヤング係数(×103N/mm2) 26.2 27.4 27.2 27.6 27.5 26.7 27.0 27.8
曲げ降伏強度計算値(kN)*2 123 159 239 167 
せん断強度計算値(kN)*3 158 158 158 158 
せん断余裕度*4 1.27 1.00 0.67 0.95 

*1 Fc =27.2N/mm2として計算。軸力比 0.1 では 170kN、 軸力比 0.3 では 510kN とした。 
*2 ファイバー解析結果（水平せん断力換算）。 
*3 文献 2 によるせん断強度(Rp=0.01)。 
*4 せん断余裕度＝（せん断強度計算値）/（曲げ降伏強度計算値）。 
 

 
図 1 試験区間断面図 
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図 2 基準試験体(D-1、D-2、D-4、S-1、S-2、S-4)詳細図 
 

 
図 3 短柱型試験体(D-3、S-3)詳細図 
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b) 加力および計測方法 
載荷装置を図 4 に示す。加力フレーム

の内側に設置したスライド装置に試験体

を固定し、所定の軸力を導入した後、動

的水平アクチュエータにより繰返し水平

変位を加えた。水平アクチュエータの制

御は、水平スライド装置と試験体上部の

加力ブロック間の相対水平変位により行

なった。また、鉛直方向にも動的アクチ

ュエータを用い、軸力を動的に制御した。 
載荷プログラムは、小振幅領域（部材

角 R=1/800～1/100）で振動数一定、大
振幅領域（R=1/100 以降）で平均部材角
速度一定の漸増振幅正弦波とした（図 
5）。振動数及び部材角速度は、各層の質
量が等しいせん断系 6層建物（高さH=20
ｍ）を想定し、以下の方法より設定した。 
振動数 F：設計 1 次固有周期 T1= 

0.02H= 0.4 秒相当で振動する状況を想
定し、F= 1/T1= 2.5Hz とした。 
平均部材角速度 V：既往地震波の

50cm/s 入力時の応答レベルとして、梅村
スペクトル 3）等を参考に速度応答値とし

て Sv=150cm/s を想定した。想定建物が
逆三角形 1次モードで振動している状態
を考えれば、(1)～(3)式により層間変形速
度を推定できる。また、(4)式により柱の
部材角速度が求まる。ただし、 (1)～ (4)
式には実現象の簡略化に伴う誤差が含ま

れることを考慮し、この水準を平均速度

（時刻歴上で隣接する正負の変位ピーク

を結んだ傾き）で与えるものとした。以

上により、平均部材角速度 V≒0.1rad/s
を 設 定 し 、 各 振 幅 に 応 じ た 振 動 数

（R=1/50 で 1.2Hz、 R=1/25 で 0.6Hz、 
R=1/16 で 0.4Hz）で載荷した。 
一次刺激関数： 

1β･1ui=Σmi･1ui/Σmi･1ui
2=3･i/(2n+1) ···· (1) 

各層の速度： 

Svi=1β･1ui･Sv ······································ (2) 

 
図 4 載荷装置 
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層間変形速度： 

∆Svi=Svi-Sv(i-1)=3･Sv/(2n+1) ················ (3) 

部材角速度： 

V=∆Svi/h ··········································· (4) 

ここで、1β:一次刺激係数、  mi:各層の質量、 

1ui:i 層の一次固有関数、 n:階数、 h:階高であ

る。 

ひび割れ観察等を行なうために、載荷波形を

4~6 区間に分割して載荷した。なお、各載荷の開

始直後はアクチュエータの載荷速度が安定

しないため、未経験振幅の載荷を行なう直前

には、過去に経験した最大振幅による補助載

荷を 1 サイクル追加した。補助載荷を含める
と、同一振幅の繰返し回数は 3 サイクルとな
る。  

D-4 と S-4 試験体では、以下に示す計算
法により、図 6 に示す変動軸力の時刻歴を
作成し、変動軸力実験を行なった。梁降伏

先行型の骨組では、層の復元力特性に梁の

復元力特性が反映される。外柱の軸力変動

は梁のせん断力に起因するので、柱軸力の

変動成分と水平変形の関係は層の復元力特性と相似となる。これを図 7 の様な Clough モ
デル 4)で表されるものと仮定し、軸力比 0.3を中心として±0.2の変動幅を設定した。なお、
変動の方向については、水平正方向載荷時に軸力を減少させ、水平負方向載荷時に軸力を

増加させる方向とした。 
動的載荷と静的載荷の載荷履歴を可能な限り一致させるために、まず動的載荷を先に実

施し、得られた水平変位および軸力の計測データの時間軸のみを 1,000 倍に拡大した波形
を作成して、対となる静的載荷用の入力波とした。 
計測項目は、試験体の水平せん断力および軸力、試験体変位および鉄筋歪である。試験体に作

用する水平力及び軸力は、試験体上部に取付けた４基の分力計により検出した。試験体各

部の変位は作動トランス型変位計にて、鉄筋の歪はワイヤーストレインゲージ（ＷＳＧ）により

それぞれ計測した。また、２台の動的アクチュエータの荷重・変位（ストローク）を、内蔵セン

サによってそれぞれ計測した。データの取込みには、A/D 変換器付き PC 及び動歪測定器を
用い、サンプリング周波数は、動的載荷で 500Hz、静的載荷で 1.0Hz とした。 
 
3) 実験結果 
a) 実験の精度 
i) 載荷変位の制御精度 
実験では、試験体下部スタブ側のスライド装置と試験体上部スラブ側の加力ブロック間

の相対変位を用いてアクチュエータの変位制御を行なった。 
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動的載荷実験の場合の、載荷変位振幅の実績値と設定値の比較を図  8 に示す。部材角
R=1/800 では、設定変位の 58~108%とややばらつきが大きい。R=1/400 では、66~101%、
R=1/200 では、77~98%となっており、載荷振幅の増加とともに変位振幅のばらつきは低
減傾向となる。R=1/100 以降の載荷では、実績値は設定値の 86~100%と安定している。 
ii) 載荷速度の制御精度 
動的載荷時の載荷速度の実験値と設定値の比を図 9 に示す。載荷は正弦波であるので、

各載荷の連続する正負の振幅値のピークを結んだ傾きを載荷速度と定義した。部材角振幅

R=1/800 又は 1/400 の載荷時には設定した載荷速度の 62~95%であるが、R=1/100 以降の
載荷では設定値の 87~106%であり、ほぼ設定通りの載荷速度が得られている。 
iii) 鉛直軸力の制御精度 
一定軸力試験体 D-1、 D-2、 D-3 では、動的アクチュエータで軸力を動的に制御するこ

とにより、軸力変動を±30kN 程度（軸力比換算で±1.8%の変動）に留めることができた。
また、変動軸力試験体 D-4 でも軸力の設定値と実験値は良く一致した。今回、軸力の制御
に動的アクチュエータを使用することで、高精度な軸力制御を実現できた。 
b) 破壊形式 
全試験体の R=1/25rad 載荷後の状況を表 2 に示す。 
D-3、 S-3 以外の試験体では、いずれも上下端の曲げ破壊が観察されており、動的載荷

と静的載荷で破壊性状に顕著な差は認められなかった。 
以下、代表的な曲げ破壊を生じた D-2 試験体の破壊経過を述べる。まず、部材角 R=1/400

の載荷で試験体危険断面部分に曲げひび割れが発生した。R=1/100 では主筋の降伏が確認
されるとともに、せん断ひび割れの発生も確認された。R=1/50 では試験体隅角部のコン
クリートが剥落し、試験体の主筋に沿って付着割裂ひび割れが発生した。R=1/25 では試
験体隅角部において大規模なコンクリート剥落が見られた。R=1/16 で、横補強筋の 135
度フックが開き、軸力を保持できなくなり最終的に軸崩壊に至った。 
一方、せん断スパンの小さい D-3 及び S-3 試験体では、いずれも R=1/100 近傍において

せん断ひび割れの発生とともに急激な耐力低下が見られ、R=1/50 では試験区間の中央部
分でコンクリートの剥落が見られた。さらに、R=1/25 では横補強筋の 135 度フックが開
き、軸力を保持できなくなり軸崩壊に至った。この場合も、動的載荷と静的載荷で破壊状

況に顕著な差は認められなかった。 
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表 2 破壊状況（R=1/25 載荷後）  

 S-1、D-1 S-2、D-2 S-3、D-3 S-4、D-4 

静 
的 

 

動 
的 

 
 

S-1 S-2 S-3 S-4

D-1 D-2 D-3 D-4
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c) 荷重－変形関係 
実験結果の一覧を表 3 に、各試験体の荷重－変形関係を図 10～図 17 に示す。  
動的載荷試験体について、正負の曲げ降伏強度を平均して対応する静的載荷試験体との

比を求めると、D-1 試験体では 6.9%、D-2 試験体では 8.8%、D-4 試験体では 9.5%それぞ
れ静的試験体（S-1、S-2、S-4）よりも上昇した。また、せん断破壊した D-3 試験体では、
最大強度の正負の平均値を比較すると対応する静的試験体 S-3 より 11.3%上昇した。 
また、静的載荷試験体において、軸力比が 0.1 から 0.3 に増加すると曲げ降伏強度が

30.0%上昇している。これに対し、動的載荷試験体でも、軸力比が 0.1 から 0.3 に増加し
た場合に曲げ降伏強度が 30.8%上昇しており、軸力の増加に伴う曲げ降伏強度の上昇の程
度は、静的載荷と動的載荷でほぼ同等であることがわかった。 
次に、曲げ降伏先行型試験体の履歴ループに着目すると、R=1/25 程度の大振幅に至る

まで概ね紡錘形であり、動的載荷と静的載荷でループ形状に大きな差は見られない。また、

せん断破壊した D-3 と S-3 試験体でも、ループ形状には明瞭な差異は認められない。 
最後に、各試験体の水平荷重が最大強度の 80%に低下した時の部材角を最大変形角と定

義し、表 3 に一覧として示す。これによると、動的載荷と静的載荷で最大変形角に明瞭な
差は認められない。図 10～図 17 中の●は、試験体の軸崩壊点（軸力保持能力の喪失点）
を示している。大半の試験体では、静的と動的で同一加力サイクルにおいて軸崩壊してお

り、軸崩壊限界変位に及ぼす載荷速度の影響は顕著ではない。なお、軸崩壊時の圧縮軸変

形は、材長の 0.87~1.1％程度であった。 
 

表 3 実験結果の一覧 

項 目 D-1 S-1 D-2 S-2 D-3 S-3 D-4 S-4 
初期剛性(kN/mm)*1 77.9 75.1 87.7 84.1 212.6 205.3 84.1 80.0
曲げ降伏強度(kN)*2 145 136 193 177 － － 187 170 
曲げ降伏変形(rad) 1/68 1/68 1/128 1/109 － － 1/105 1/89
最大強度(kN)*2 148 137 193 179 271 244 191 173 
最大強度時変形(rad) 1/43 1/30 1/123 1/74 1/119 1/108 1/56 1/54
最大変形角(rad.)*3 1/24 1/17 1/26 1/25 1/50 1/56 1/34 1/34
破壊モード*4 F F F F S S F F 

*1 曲げひび割れ強度計算値の 1/2 以下における荷重－変形関係の近似直線。 
*2 水平せん断力換算荷重。 
*3 最大耐力の 80％に低下した点。 
*4 F：曲げ破壊、S：せん断破壊。 
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図 10 S-1 試験体の荷重－変形関係 
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図 11 D-1 試験体の荷重－変形関係 



 - 152 -

-300

-200

-100

0

100

200

300
荷
重

 (k
N

)

-60x10-3 -40 -20 0 20 40 60

部材角 (rad.)

S-2

 曲げひび割れ
 曲げ降伏
 最大強度
 最大変形
 軸崩壊

 
図 12 S-2 試験体の荷重－変形関係 
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図 13 D-2 試験体の荷重－変形関係 
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図 14 S-3 試験体の荷重－変形関係 
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図 15 D-3 試験体の荷重－変形関係 
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図 16 S-4 試験体の荷重－変形関係 
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図 17 D-4 試験体の荷重－変形関係 
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4) 考察 
a) 曲げ降伏強度の上昇率 
曲げ降伏した試験体の降伏強度に及ぼす歪速度の影響を評価するために、試験体危険断

面位置（試験区間端部）での主筋の歪速度を実験結果から求めた。この結果、主筋が降伏

する加力サイクルの荷重ゼロから鉄筋が降伏するまでの平均歪速度は、3.91~4.29×104μ

/sec であった。 
次に、既往の定歪速度実験における歪速度と降伏点強度の関係式 5）である（5）式を用

いて、実験で得られた主筋の歪速度から、動的載荷における主筋の降伏強度を求めた。 

ySyd σ⋅⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
ε⋅+=σ
•

log05.09.0 ·······················································（5） 

ここに、dσy：動的な降伏点応力度、sσy：静的な降伏点応力度、ε
．
：歪速度(μ /sec)で

ある。この結果、動的載荷による主筋の降伏点強度の上昇率は、13.0~13.2％と算定された。 
次に、(5)式より得られた降伏点強度を用いて危険断面のファイバー解析を行ない、曲げ

降伏強度を算定し、計算結果を表 4 に示す。なお、ここでは曲げ降伏型試験体を対象とし
たため、主筋の降伏強度上昇についてのみ歪速度の影響を考慮し、ヤング係数、横補強筋

降伏強度およびコンクリート強度等は、静的載荷時の特性を用いている。表より、歪速度

の影響を考慮した曲げ降伏強度の計算値を実験値と比較すると、実験値が計算値の 108、
113%となった。静的載荷時の実験値は計算値の 110、111%であるから、歪速度の影響を
考慮することで、静的実験と同等の精度で降伏強度を推定できるものと考えられる。 

 
表 4 歪速度の影響を考慮した曲げ降伏強度計算値 

項 目 S-1 試験体  S-2 試験体  D-1 試験体  D-2 試験体  
計算値(kN) 123 159 135 170 
実験値(kN) 136 177 145 193 
実験値/計算値(%) 110 111 108 113 
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b) せん断破壊強度の上昇率 
せん断破壊した試験体のせん断強度に及ぼす歪速度の影響を評価するために、動的載荷

時の主筋、横補強筋、コンクリートの材料強度を求める。まず、せん断破壊した 1/100 の
載荷において、荷重ゼロから最大強度時までの横補強筋の平均歪速度は、8×103μ/sec で
あるから、(5)式よりせん断破壊時の横補強筋の降伏点上昇率は 9.6％となる。また、動的
載荷時のコンクリートに作用する歪速度は、文献 1 を参考にして、主筋と同等と仮定する
と、1.24×104μ/sec である。既往のコンクリート強度と歪速度の関係 4)(6)式からコンクリ
ート強度を求めた。 

BSBd σ⋅⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
ε⋅+=σ
•

log06.094.0 ····················································· (6) 

ここに、dσB：動的圧縮強度、sσB：静的圧縮強度、ε
．
：歪速度(μ/sec)である。 

(6)式より、せん断破壊時のコンクリート強度の上昇は 18.6%である。上昇した材料強度を
用いて文献 2（ヒンジ部材）によりせん断強度を求める。その結果、計算値は 211kN とな
り、実験値 271kN の 78%であった（表 5）。静的載荷時の計算値 188kN は実験値 244kN
（表 5）の 77％であるから、歪速度を考慮することにより静的載荷と同等の精度でせん断
破壊強度を推測できている。 
 

表 5 ひずみ速度を考慮したせん断強度 

 S-3 試験体  D-3 試験体  
計算値(kN) 188 212 
実験値(kN) 244 271 
実験値／計算値 77 78 
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c) 等価剛性 
各部材角振幅における 2 サイクル目の履歴ループから等価剛性 Keq を求め、図 18～図 

22に示す。また、静的載荷試験体に対する動的載荷試験体の等価剛性の比を図 23に示す。
いずれのケースも、動的載荷試験体の等価剛性の方が静的載荷試験体よりも大きくなって

いる。曲げ降伏以降の R=1/25 でも動的載荷試験体の方が 6.1~16.7％大きくなっている。 
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図 18 等価剛性－部材角関係 
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図 19 等価剛性－部材角関係 
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図 20 等価剛性－部材角関係 
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図 21 等価剛性－部材角関係 
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図 22 等価剛性－部材角関係 
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図 23 動的載荷時と静的載荷時の 

等価剛性の比較 
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d) エネルギー吸収量 
各試験体の軸崩壊するまでの累積エネルギー吸収量ΣW を表 6 に示す。D-1 試験体では、

S-1 試験体よりも１サイクル早く軸崩壊したので、D-1 動的載荷試験体の吸収エネルギー
が S-1 試験体よりも小さくなっている。しかし、動的載荷試験体と静的載荷試験体が同じ
サイクルで軸崩壊した場合には、動的載荷試験体の吸収エネルギーの方が静的載荷試験体

の吸収エネルギーよりも大きくなっている。 
各部材角の 2 サイクル目におけるエネルギー吸収量 W と部材角の関係を図 24～図 27

に示す。動的載荷試験体のエネルギー吸収量の方が対応する静的試験体より上昇している。

また、その上昇率は前節で述べた強度上昇率をも上回っている。 
 

表 6 軸崩壊までの累積エネルギー吸収量 

 D-1 S-1 D-2 S-2 D-3 S-3 D-4 S-4 
累積エネルギー吸

収量 ΣW 
(×104kN･mm) 

4.56 5.14 4.86 4.20 1.49 1.12 3.44 2.45 
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図 24 １サイクル当りのエネルギー吸収量
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図 25 １サイクル当りのエネルギー吸収量
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図 26 １サイクル当りのエネルギー吸収量
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図 27 １サイクル当りのエネルギー吸収量
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図 28 動的載荷時と静的載荷時の 

エネルギー吸収量の比較 
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e) 等価粘性減衰定数 
各部材角における 2 サイクル目の等価粘性減衰定数 Heq と部材角の関係を図 29～図  

32に示す。各試験体の等価粘性減衰定数は部材角 R=1/200までは 5%程度以下の値を示し、
その後、部材角の増大に伴って上昇し、R=1/25 では約 20%に達している。 
対となる動的載荷試験体と静的載荷試験体の等価粘性減衰定数（同一振幅での 2 サイク

ル目）の比と部材角の関係を図 33 に示す。R=1/400～1/200 の小振幅では動的載荷の方が
静的載荷よりはるかに大きな値を示している。しかし、動的載荷と静的載荷の差は部材角

の増加とともに減少し、R=1/50 以降では両者の差はほとんどなくなっている。 
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図 29 等価粘性減衰定数－部材角 
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図 30 等価粘性減衰定数－部材角 
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図 31 等価粘性減衰定数－部材角 
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図 32 等価粘性減衰定数－部材角 
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図 33 動的載荷時と静的載荷時の 

等価粘性減衰定数の比較 
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(d) 結論ならびに今後の課題 
軸力と逆対称曲げを受ける鉄筋コンクリート造柱部材に対する動的載荷実験（平均載荷

速度 0.1rad/sec 程度）並びに静的載荷実験（動的載荷速度の 1/1000）を行ない、以下の結
論を得た。 

 
①  本実験で行なった範囲では、同一せん断スパン比・同一軸力条件下では、動的載荷
と静的載荷で破壊形式に大きな差は生じなかった。 

② 動的載荷試験体の曲げ降伏強度は、対応する静的載荷試験体よりも 6.9~9.5%上昇し
た。また、動的載荷試験体のせん断破壊強度は対応する静的載荷試験体よりも 11.3%
上昇した。 

③ 最大変形角の定義を試験体の水平荷重が最大強度の 80%に低下した時の部材角とす
ると、動的載荷と静的載荷で最大変形角に明瞭な差異は見られなかった。また、軸

崩壊限界変形に関しても、明瞭な差異は見られなかった。 
④  各振幅の２サイクル目の履歴ループから求めた動的載荷試験体の等価剛性は、小振
幅領域から大振幅領域に渡ってほぼ一様に静的載荷試験体よりも１割前後上回る値

を示した。一方、同様に２サイクル目の履歴ループから求めた等価粘性減衰定数に

関しては、小振幅領域において動的載荷試験体の値が静的載荷試験体を大きく上回

る傾向が見られたが、大振幅領域では両者に顕著な差が見られなくなった。 
⑤  動的載荷時の曲げ降伏強度及びせん断強度は、歪速度に関する既往の式により推測
した材料の力学的性質を用いることによって、概略推定することができた。 

次年度も上記実験結果の詳細分析を継続し、解析モデルの検証に役立てる予定である。 
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(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 
1)特許出願 

なし 

 
2)ソフトウエア開発 

名称 機能 

なし  

 
3) 仕様・標準等の策定 
 なし 
 

(3) 平成 1６年度業務計画案 
 
(a) 平成 16 年度業務目的 
平成 15 年度に行った実験を対象として、歪速度効果を取り入れたファイバーモデルと

より簡易な線材モデルを開発する。また、過去に行われた同様の実験も利用して、モデル

の有効性を多面的に検証する。 
(b) 実施方法 
1) 歪速度効果を考慮した鉄筋コンクリート造柱部材の解析モデル構築 
歪速度効果を取り入れたファイバーモデルと線材モデルを開発するとともに、その有効性

を本研究で実施した実験により検証する。３次元解析に対応するため、線材モデルとして

は、金属塑性論のアナロジーモデルを想定する。なお、より有効なキャリブレーションを

実施するために、本研究で行った実験結果に加え既往の研究成果についても可能な限り活

用する。 
2) 実施工程 
平成 16 年度業務の実施工程を下表に示す。 

表 平成 16 年度業務の実施工程 
年 2004 年 2005 年 
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

①モデル開発準備             
②モデル開発             
③モデル検証             
④報告書作成             

 
(c) 目標とする成果 
鉄筋コンクリート造柱部材に関し、歪速度効果を考慮したファイバーモデルおよび簡易

な線材モデルを開発する。これにより、鉄筋コンクリート造建物の地震時挙動の予測・評

価精度の向上が期待でき、鉄筋コンクリート構造物の耐震性の向上研究に貢献できるもの

と期待される。 


